










































































































































































































































































































1895 66．1 78．2 82．4
1915 67．8 79．7 83．9
1936 81．8 81．3 84．6
1945 85．2 81．9 85．0
1955 89．7 82．5 85．6













1970年1．13 1．59 3．42 2．24
1980 0．91 1．36 3．31 2．08
1990 0．88 1．29 3．14 1．97






























































































2020年 860ドル 14％ 2020年 2，227ドル 12％
2030 2，100 34 2030 4，605 24
2040 2，275 37 2040 4，867 26



























































































































































































































xを運営管理するのか否ｩ 肯　　定 肯　　定 肯　　　定
個人勘定年金制度は相続



































































引退年 低給与所得被用者層 中給与所得被用者層 高給与所得被用者層
2001年 ＄7，644 ＄12，624 ＄16，392
2032年 ＄10，140 ＄16，944 ＄22，620
嘉言の引退者に対す碑 32％ 34％ 38％
2052年の水準 ＄9，624（注） ＄16，476（注） ＄22，428（注）
現在の引退者に対する増













引退年 低給与所得被用老層 中給与所得被用者層 高給与所得被用者層
2001年 ＄7，644 ＄12，624 ＄16，392




2052年の水準 ＄13，608（注） ＄20，016（注） ＄24，684（注）
現在の引退者に対する増









引退年 低給与所得被用者層 中給与所得被用者層 高給与所得被用者層
2001年 ＄7，644 ＄12，624 ＄16，392
2032年 ＄10，932 ＄17，412 ＄22，620
現在の引退者に対する増
ﾁ率 43％ 38％ 38％
2052年の水準 ＄14，112（注） ＄23，796（注） ＄31，668（注）
現在の引退者に対する増
















①　75年間全体の削減額（年額総計の2001年ドル価格： ＄1．7 ＄14．8 ＄11．3 ＄0．0
兆ドル）
②　現行法下に対する削減率（2001年ドル価格） 7．7％ 68．1％ 52．2％ 0．0％
③　75年間全体の削減額（現価兆ドル） 一＄0．2 ＄2．3 ＄1．7 ＄0．0












a　75年後には好転しているか 否定 肯定 否定 否定
b　（一般歳入からの移管分を含まない）2075年の収入一4．56 1．41 一〇．75 一6．05
率または支出率（給与税率ベース％）
5　75年間にわたるアクチャリー的均衡の改善状況









④　一般歳入からの移管分を含めない改善状況（％） 一17％ 62％ 47％
至難紐剰余金を財政改善に活肌ない場合…
a　現価ベース（兆ドル） ＄1．1 ＄0．9 ＄0．4
蹟灘籏総弁叢轟ぎ輪す。場合・・ 0．36％ 0．49％ 0．25％
a　現価ベース（兆ドル） ＄0．7 ＄0．4 ＄0．1 NA


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　 　　　 　　g　　　，2001）；R．Greenstein　and　R，　Kogan，
人間の福祉　第12号（2002）
　か，エリサ法（職域年金制度基本法）を適用するのかは，現時点では不明である。
㈹　前掲注（2①および⑳参照、
働　前掲注（1①資料参照。
㈲ISSA，・Advance　N・tice・St・ength・ni・g　th・Secu・ity　i・S・ci・i　Secu・ity・C・nf・・ence・n　th・ISSA
　Initiative”（Vancouver，Canada，10－12　September　2002）なお，前掲注⑱記載の筆者の翻訳書出版に当
　たり，D．ホスキンスISSA事務総長とG．シャーマンISSA名誉議長（前スエーデン社会保障制
　度審議会委員長）も推薦文を寄せて下さった。
㈹DOL　I999　CWS・C・v・・ag・St・t…fW・・k・・s　und・・Emp1・y・・P・・vid・d　P…i・n　P1・n（2001）；
PWBA，　DOL　P，ivat，　P。n・i・n　Plan　B・ll・ti・・Ab・t・act・f　l　997・F・・m　5500　A・・ual　R・p・・t（Wi・te「
　2001）；EBRI，　Issue　Brief，　Nov．2001参照：さらに，確定拠出型職域年金制度において年金基金数で
　40％，現役加入者数で71％，年金資産残高で70％，年間拠出金総額で78％を占める401（k）型プランの
　投資運用収益率が確定給付型職域（企業）年金制度の投資運用収益率を上回ったのは，公式統計を取
　り始めた1990年以降1997年までの8年間でわずか4ヵ年しかない。1993年一1997年間のトータルで見
　ると，確定給付型13．0％，401（k）型プラン11．7％であり，確定給付型の方が401（k）型プランよりも安
　定的に高い事：実を，筆者は強く指摘したい。しかも，加入者はこれからさらに高い手数料を控除され
　るため，実質投資運用収益率はわが国の研究者が喧伝しているのとは非常に異なり，かなり低いのが
　実態である。また，信頼性の高いEBRI資料により401（k）型プランをアセット・アロケーション的
　に分析すれば，2000年においては株式ファンドが51％，雇用主株式ファンドが19％と，「株式投資が
　70％」を占めるため，雇用主企業の経営破綻や株式市場急落の場合には，加入者は職域年金資産喪失
　のみならず職場喪失という二重のリスク負担に晒される可能性も非常に高いのが実態である。米国に
　おける第7番目の巨大企業であり，年間売上高は1，010億ドル，純資産は700億ドルに達し，45千人の
　被用者を雇用していた大手エネルギー企業エンロン社は，2001年12月2日に連邦破産法第11条の適用
　申請を行ない，「米国史上最大の企業経営破綻」となった。同社株価は2000年9月には最高値の90ドル
　を付けていたが，その1年強後には経営破綻により0。26ドルまで暴落し，同社被用者は401（k）プラン
　年金資産と職場を同時に喪失した。同401（k）プランの総資産の60％以上が同社株に投資運用されてい
　た。このため，ほとんどの被用者はかれらの金融資産financial　securityのすべてを喪失した。かれらは
　職場を喪失したのみならず，かれらの個人勘定から総額10億ドルが消失してかれらの401（k）プラン
　は実質的に無価値となってしまった。多数の被用老は，引退後所得としては社会保障年金給付以外に
　依存するものは全くなくなり，深刻な社会問題になっている。なお，401（k）型プランの投資運用収益
　率を，401（k）型プランが唯一の職域年金制度である場合と他に確定給付型が存在する場合に分類し
　て比較すると，1990年一1997年間における投資運用収益率は前者が5．5％，後者が6．！％であり，圧倒
　的に多い前者の方が低い事実を，筆者は強く指摘したい。ところで，2000年における401（k）プランに
　　おける「中位値」ベースの個人勘定残高はわずか13，493ドル（株式市場下落のため1999年の15，246ド
　　ルから12％低下。平均値ベースでは，1999年の55，502ドルから2000年は12％低下して49，024ドル）に
　　すぎない単純な事実を，筆者は強く指摘したい。この程度の金額では，引退後所得保障制度としては
　　全く不充分である事実が容易に判明するであろう。過去において筆者がしばしば指摘しているよう
　　に，401（k）型プランの実態は，大企業・中堅企業の「補完的」職域年金制度（大黒柱の「主要」職域
　　年金制度は確定給付型），中小零細企業の「主要」職域年金制度にすぎない。なお，米国民間分野にお
　　ける401（k）型プランを含む「職域年金制度普及率」は，最新公式統計の1997年ベースにおいてもわず
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一91一
米国の年金制度改革動向（渡部）
か44％（公的分野では77％）にすぎず，わが国よりも低いのが実態である。なお，筆者も参加した季刊
労働法第192号「座談会：企業年金・退職金をめぐる諸問題」と，渡部記安「日本型確定拠出型年金制
度への警鐘　一　世界各国の年金制度事情に見る日本の年金制度の今後　一」（労働法学研究会報第
2176号）も参照。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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